
進む温暖化と水産業
～サケのこと、コンブのこと～

2026年２月2１日 於 北海道漁業士会オホーツク太平洋会議

（一財）東京水産振興会 理事 長谷成人



長谷成人（はせしげと）プロフィール

ー略歴ー

1957年9月 東京都調布市生まれ

1981年3月 北海道大学水産学部水産増殖学科卒

1981年4月 水産庁（※）入庁

※沿岸課免許調整係長、沿岸課、沿岸沖合課課長補佐

資源管理推進室長、漁業保険管理官、沿岸沖合課長、漁業調整課長、漁場資源課長

資源管理部審議官、増殖推進部長、次長、長官 など

※この間、外務省、北太平洋溯河性魚類委員会、宮崎県（漁政課長）等に出向

※ロシア、中国、韓国等との漁業交渉において日本政府代表

2019年7月 水産庁退職

2019年11月～ (一財）東京水産振興会理事

※水産振興ONLINEで「定置漁業研究」、「洋上風力発電の動向が気になっている」、「ブルーカ

ーボンで日本の浜を元気に」、「進む温暖化と水産業」のリレーコラムを企画・執筆

2022年3月～ 海洋水産技術協議会(※）代表・議長

※海洋・水産の技術を基盤とする10組織による任意組織。22年6月「洋上風力発電施設の漁業

影響調査実施のために」を公表（http://www.jfsta.or.jp/activity/kaiyousuisan/index.html)
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日本近海の
平均海面水温
の推移



パリ協定

• 2015年に気候変動枠組条約第21回締約国
会議で採択された2020年以降の国際的な
気候変動対策の枠組み。

• 産業革命前からの気温上昇を「2℃より
十分低く、1.5℃に抑える努力を追求す
ること」を長期目標とする。

• しかしながら、2024年は1.55℃の上昇
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温室効果ガス排出の状況と日米中の対応

• 温室効果ガス排出量は2022年CO2換算で383億ﾄﾝ

うち中国が30%、米国13%、以下印、EU、露に次いで日本3%

・日本は13年度をピークに10年間で23.3%減少

・中国は30年にピークアウトするとの目標

・米国はパリ協定からの離脱を宣言

トランプ大統領 地球温暖化問題は「愚かな人々が作り上げた史上最大の詐欺」
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第30回国連気候変動枠組み条約締約国会議（COP30）
於ブラジル ベレン（2025.11.24日本経済新聞の見出しから）

• COP30周年の漂流

•米不在 温暖化対策の機運後退

•先進国・途上国まとまらず

•分断で骨抜きの合意
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（出典：日本の気候変動2025 文部科学省・気象庁） 7



（出典：日本の気候変動2025 文部科学省・気象庁） 8



（出典：日本の気候変動２０２５ 文部科学省・気象庁） 9



何ができるのか、どうするのか？

• 漁業自体も、漁船のCO2排出を削減するなどの「緩和策」はあるものの、圧倒的
に受け身の立場。

• 温暖化の進行の中で、どう生きていくのか「適応策」を考えていかなければなら
ない。

「生き残るためには変わらなければならない。」
※イタリア映画「山猫」の名セリフ
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１ 秋サケー定置問題

北海道秋サケ中後期来遊、

3年魚はわずか33万尾

来年は衝撃的な予測値に

（出典：2025.11.25 水産経済新聞） 11



各方面への要請

11月5日の要請内容

• 回帰率の維持向上

• 国の「さけ定置合理化等
実証事業」の継続と十分
な予算確保

• 孵化飼育用の電気代など
の支援

• 柔軟なTAC管理や漁獲抑
制を強いられる漁業者へ
の支援強化

• 増殖河川の環境保全

• 秋サケ遊漁規制の強化

（出典：水産経済新聞） 12



（出典：2025.12.26 水産経済新聞、写真は別） 13



（出典：水産庁HP） 14



（参考）

岩手県では、2025.10.9岩手県定置漁業操業転換マスタープラン策定

• サケからマイワシ等に

• 気象、海況の変化に対応した定置網の強靭化

• 労働力確保、付加価値向上、資源管理による生産性向上

• 兼業化あるいは養殖への転換

• 養殖用種苗の生産を含む孵化場再編
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目指すはご当地サーモン？
それとも大規模養殖？

（出典：水産経済新聞） 16



定置をどうする？

• 来遊する魚に合わせて考えるしかないのが定置漁業

• PQ（漁獲収入）ーC（費用）の中で最適な統数を考える必要

• 次期漁業権の切替までに積プラの下げ止め措置は段階的廃止

• 漁業権の切替時には、「漁場を適切かつ有効に活用している
と認められる」場合（＝まじめに頑張っている場合）は引き
続き免許

• 経営体の自然淘汰に任せるのではなく、将来のサケ来遊を見
据えて、合理的な統数を海区ごとに検討する必要
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２ コンブ問題

（出典左：進む温暖化と水産業 第49回我妻行雄 コンブ生産を存続させる方策 右：2025.1.28 水産経済新聞） 18



北海道浜中町の例

• ２０２５年5月訪問

• コンブ漁業とそのコンブを餌と
するウニ養殖は町の基幹産業

• このまま温暖化が進めば最悪
40年代には現在対象としてい
るナガコンブは消失してしまう
可能性

•漁協青年部はより高温に耐え
るオニコンブの試験養殖を開始
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（参考：進む温暖化と水産業第46回 中島雅樹 ルポ浜中町㊦）



道内の動き

（出典：2026.1.26 水産経済新聞） 20



海外での動き
ー海藻育種や種苗生産が躍進

韓国：国立海藻研究所が10種以上のワカメ優良系統を作出・実用化。各地に種苗生産を担う企
業・団体が存在し独自の系統を作出

米国：ウッズホール海洋研究所がコンブ類の育種に取り組んでいる。南カリフォルニア大学は
コンブ類の高水温耐性が配偶体世代から胞子体世代に引き継がれる可能性が高いことを明らか
に。参画者の一人は遺伝情報に基づく品種改良サービスを提供

中国：マコンブで７世代にわたる選抜で高水温耐性系統を作出し養殖量増大

欧州：あらかじめ培養した大量の微小胞子体をロープに付着させる方法が開発され、大量養殖
を目指している。

（参考：進む温暖化と水産業第５７回 佐藤陽一 海藻養殖産業を存続させるために）
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（出典：2026.2.17 水産経済新聞） 22


